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架構支持形装置の弾塑性地震応答と適正強度分布
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of Supported Equipment Structure 
Kengo TAGAWA and Naoki HORI1‘A 
(ReぼivedFeb. 29， 1鈎6)
Dynamic interaction between industrial equipment and its supporting structure shouJd be 
taken into account in the aseismic d凶ignof compJex industrial structures such as b]ast fumaces， 
chemica] reactor vessels， towers， orstacks. The ba部 sheardistribution between the equipment 
and its supporting structure is， therefore， determined considering this dynamic interaction. We 
have presented a reasonab]e base shear distribution via statistica1 response ana1ysis using the 
random vibration theory.τllis resu1t is usefu] for the elastic a1]owable stress design of these 
industria] structures. In oder to provide a safety margin against ]arger earthquakes， however， the 
ducti1ty requirement of structural elements should be examined by ana]yzing the e]astic-p]astic 
responses of these structures.τllis paper aims to clarify the e]astic-p]astic maximum responses of 
two main structura1 e]ements， that is， the intermediate supporting spring and the supporting frame 
itse1f. A tota] of 30 artificial earthquakes which have a power spectrum simi1ar to the average 
power spectrum of 15 actua1 earthquakes are used.τlle maximum ducti1ity factor， the maximum 
cumu]ative ducti1ty factor， and the dissipating energy of each of these two structura] elements 
are examined to eva]uate their ducti1ity reqirement when the yie]d strength ratio between them is 
changed.τlle damping effects on the maximum responses of the equipment by the plastic 
behaviors of its structura] e]ements are a1so evaluated. 
1.緒言
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製鉄プラントあるいは化学プラントなどで多用される炉体、反応容器、スタックなどは、大型装
置になると、その周囲に鉄骨あるいは鉄筋コンクリート製の支持架構を配し、地震時の水平力をそ
れに分担させる設計となる。この種の架構支持型装置の慣用的な耐震設計では、最初に地震時水平
力の分担割合を決定し、その後各々の分担水平力に対して細部の設計を行う手順をとるが、この水
平力分担割合は、従来から厳密に検討されたことが無く、この種の構造の耐震設計を行う上での問
題点となっていた。
著者の一人は、この分担割合について、装置と支持架構の聞に生じる地震時動的相互作用を考慮、
して、ガウスランダム過程に基づく統計的理論解析を実施し、装置と支持架構および両者を結ぶ中
間支持部材(以下ではこれを相互作用ばねと呼ぷ。〉の動力学特性の種々の組み合わせに対して、
両者に期待される地震時最大転倒モーメント分担比を与える図表を作成した日〉。また、これに続
いて、相互作用パネに配置したダンパーによる装置の地震応答抑制効果について、最適なダンパ一
本環境設計工学科
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容量を与える設計式を提案した (2)・(3)。 このように合理的に定められた分担比あるいはダンパー
により抑制された実応答をもとに許容応力度設計すれば、各部の応力が弾性範囲にある聞は装置の
安全性は保障されるが、極く希に生じる大地震に対して終局状態を想定し、それに至るまでの安全
性の余裕、すなわち終局安全車を考える場合には、こうような分担比に沿づた弾性設計のみでは不
十分である (4)。
本研究は、このような主旨に泊って、装置の支持部材、すなわち相互作用パネと支持架構本体の
降伏強度について、その大きさの適正な分布について基本的に検討したもので、実際の地震波群の
平均的な周波数特性に合わせて作成した多数の人工地震波に対して弾塑性地震応答解析を実施し、
各々の支持部材における最大地震応答の期待値を得る数値実験的手法によったものである。
2.動的解析モデル
動的解析用の基本的な力学モデルは、既往の弾性解析で用いたモデルと同ーの図 1に示すもので、
図1(a)は非自立型、図 1(b)は自立型のモデルである。ここでは装置は剛体と仮定している。図 1
のモデルの自由度として、図中に示すように装置のピン支点回りのロッキング((J )と架構の地盤に
対する相対変位(Us)をとると、運動方程式はいずれの場合にも式(1)となる。
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1 E:装置のピン回りの回転慣性 Is=lo+MoHo2 
Mo・10:各々装置の質量および重心回りの回転慣性
K，:装置の回転剛性
Ms:支持梨構の質量
Ks:支持梨摘の水平剛性
K 1:両者を結ぶ相互作用ばねの水平剛性
UG:基礎地韓の水平加速度
.は時間に関する 2回微分を表す。
lIo:装置重心からロッキング中心までの距離
1I1:相互ばねからロッキング中心までの距幌
なお(1)式では簡単のために減衰項を無視している。
さらにモデル化を進めるために(3)式を導入する。
lhlJ10 
o J L 0 1/11 
ここに Ua:相互作用ばねが装置にとりつく点の装置の水平変位
(3)式を(1)式に代入して変数を変換すると
( 2) 
( 3) 
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図.2並列 2質点系モデル 図.3パイリニヤ形弾塑性復元力特性
(4)式は、図.2に示す並列2質点系モデルの運動方程式に外ならない。
図.2において、装置に対応する質点Msは(5)式で与えられる等価質量を有し、水平地震動UGに対
して(7)式で与えられる入力効率fを有するものである。 (5)および(7)式より、 HJ/目。が大きくなり
かっIoが小さくなると、 .hは小さく fは大きくなる。
図.2の並立2質点モデルにおいて、 KIおよびしは図.3に示すパイリニヤ形弾塑性履歴性状を示す
ばねとし、 Kr;は弾性ばねとする。このようにばねを区別したのは、装置に関するばねKI!は装置本来
の目的に沿った別の設計要求があり、構造上の要求からだけでは決定出来ないと考えられるからで
ある。図.8に示す弾塑性復元力特性は、相互作用ぱねおよび支持架構ぱねを構成する鉄骨あるいは
鉄筋コンクリート造の骨組みの荷重変形関係を最も単純な形にモデル化したもので、図中に示す降
伏強度Qy、降伏変位旬、剛性の第2分枝勾配比κは、これらの骨組みを設計するための設計量とな
り得るものである。ただしκについては、ここではo.1と一定値としている。
3、静的釣り合い理論による最適降伏強度比
図.1に示す支持型装置の力学モデルに静的水平外力が作用した時の各部の弾性応力の釣り合いは、
図.4を参考に次のように与えられる。
FBHo+仙 -K，t=O ( 9) 
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(2) 図.4静的釣り合い力
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(2)式においてFs=αMs、Fp;=αMI!とおき、かっ
MR Ms . KB . Ks K 
EIRZ-1 • mg=一 . kg=一 .ks=一 . kl=.. _.'.ー畠 M ・-~ )( -U K . -~ K . -. Kg+Ks 
(13) 
MB Kg Ks * QI 
r=瓦 'ωg=瓦， ω5=瓦'万c 志
とおいて無次元化すると、
1 
kg(1+kg)-rτ二(1+kB)
HO 
kR HI 
l+kg+一三+r :'(l+kg) 
kl ' 10 
ηc. 
(3)式は、地震外力を静的な震度として与えた時の相互作用ばねばdに生じる応力(QI)の、支持架
構ばね(Ks)に生じる応力(Qs)に対する比を示すもので、各々のばねの設計強度を与えるための一つ
の目安となるものである。また、因みに相互作用ばねが無限大の剛性を持つ、いわゆる剛床仮定が
成り立つ場合には、 (3)式は(4)式となる。
(14) ηce 
4.外乱とパラメータ設定
地震外乱としては、この種モデルの平均的な弾塑性地震応答特性を捉えるため、(15)式で表され
る金井・田治見スペクトルを有する定常確率ガウスランダム過程の人工地震波 (11)とした。また問
式中に含まれるパラメータの Vcおよびh，については、計15波の実地震波との対応を検討した既往の
研究 E・3の結果を参考にして、各々8π およびO.4とした。
い4ha21L
G 2 (回)=，、.， ~B
11ι|町
ここに基準量B引はま剖lト.0c叩目m/sec2としている。
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図.6人工地震波のパワースペクトルの例
1ー.0
jo(略}
使用した人工地震波の例を図.5に、そのパワースペクトルを図.6に示す。人工地震波の継続時間
は54秒間とし、定常応答に注目して、最初の9秒間を除く残りの45秒間の最大応答を統計データと
して採用した。地震波のパルス間隔は、あらかじめ弾塑性応答解析の精度を検討した結果から、
0.003秒を採用した。この人工地震波を合計30波発生させ、最大応答としては、各々の地震波での
最大応答(ピーク値)を平均した値とした。
図.5人工地震波の例
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解析パラメータの組み合わせとしては、外乱の周波数特性と強度に対して現実的な大きさの弾塑
性応答が得られるように以下の基準値を最初に定め、それらに対する比の形でパラメータを表し、
その組み合わせにより表.1に示す合計6個のモデルグループを採用した。なお全てのケースでf=1. 0 
とした。
基準値:M=980xl03kg (Iz=980tonf) 
K=3. 91 xIO~kN/m (T=2r {M疋 =1.0sec)
O=9.8kN (Mxl/100m/sec2) 
表.1各モデルとパラメータの組み合わせ
mode1 ME/M Ms/M (KotKs )/K K，/K Q8~/Q Q， ，/Q η=QSy/Q，y 
model-l1 1.0 1.0 1.0 1.0 0.3 0.04--0.4 O. 133-1. 33 
lln 1.0 1.0 1.0 4.0 O. 3 0.08-0.8 0.267-2.67 
1曹 1.0 1.0 1.0 O. 333 O. 3 0.04-0.4 O. 133-1. 33 
model-12 1.0 1.0 4.0 4.0 0.6 0.08-0.8 O. 133-1. 33 
12n 1.0 1.0 4. 0 16.0 0.6 0.16--1. 6 0.267-2.67 
12曹 1.0 1.0 4.0 1.333 O. 6 0.08-0.8 O. 133-1. 33 
model-51 1. 667 0.333 1.0 1.0 0.3 0.04-0.4 O. 133-1. 33 
51n 1. 667 0.333 1.0 4. 0 O. 3 0.08-0.8 0.267-2.67 
511 1. 667 0.333 1.0 0.333 O. 3 0.04-0.4 O. 133-1. 33 
model-52 1. 667 0.333 4. 0 4. 0 O. 6 0.08--0.8 O. 133-1. 33 
52n 1. 667 0.333 4.0 16.0 0.6 O. 16-1. 6 0.267-2.67 
52'1 1. 667 0.333 4.0 O. 333 O. 6 0.08-0.8 O. 133--1. 33 
ここに ωp;=侃，/18 、ω5=侃五;、 η=0，，/QSy 
ωr.Iωs 
0.1-10.0 
0.1-10.0 
0.1-10.0 
0.1-10.0 
0.1-10.0 
O. 1-10.0 
0.1-10.0 
O. 1-10.0 
0.1-10.0 
0.1-10.0 
0.1-10.0 
0.1-10.0 
なお減衰定数については、通常鉄筋コンクリート構造物および鉄骨構造物の地震応答解析によく
用いられる値〈刊を、装置および支持架構の減衰定数として採用し、各々hE=0.02、hs=O.Oln、ず
れも周波数に関し一定値)とした。
5. 解析結果とその考察
解析結果は、相互作用ばねおよび支持梨構ばねの、地震継続時間中に生じた最大塑性率応答と累
積最大塑性率応答に注目して整理した。ここで最大塑性率応答は最大変位振幅を弾性限変位で除し
たものを指し、累積最大塑性率応答は塑性変位の絶対値の累積値を弾性限変位で除したものを指す。
図.7は、相互作用ばねおよび支持架構ばねの最大塑性率応答について調べたものである。最大塑
性率応答は、地震波によりかなりばらつき、その変動係数はおよそ0.2-0.3であった。図.7(a)、
(b)は装置と支持架構の振動数比 (ω ，./ωけを、図.7(c)、Cd)は相互作用ばねの支持架構ばねに対
する降伏強度比〈 η=Q，/Qs，)を横軸にとって、最大塑性率をプロットしたものである。
相互作用ばねの最大塑性率は、当然のことながらωdω5= 1.0の近傍では小さく、 ωdωsが1.0
から離れるにつれその両側で大きくなる。大きくなる傾向は、 ωr.Iωsが10倍あるいは0.1倍程度以
内で飽和するようである。 ηに関しては、 η=0.4程度以上ではそれほど大きくはないが、 0.4以下
になると最大塑性率が急激に大きくなり、塑性損傷が相互作用ばねに集中する。またこの傾向は
ωr.Iωs = 1.0の近辺においても生じることに注意する必要がある。
支持架構ばねの最大塑性率は、 ωdωsに関しては特に極値を取るようなことはなくほぼ一様な
減少関数となり、 ηに闘しではほぼ一定かあるいはわずかな増加関教となる。 ωdωsの減少関数
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となるのは支持架橋ばねの水平剛性に対して増加関数となることを意味し、水平力の分担割合に従
っているわけで直ちに首肯出来る。つまり支持架構ばねについては、動的相互作用の影響は少なく、
むしろ水平剛性比で静的に決まる可能性がある ω また降伏強度比に対して感度がすこぶる鈍い
ことは、支持架捕の殺害十を単独で進め得ることを意味し興味深い。
図.8は、累積塑性率応答について、以上の最大塑性率と同様なまとめをしたものである。 ω，/
ωsおよび ηに関する傾向は、上述の結果とほぼ同じで、各々の傾向がより特徴的である。
図.9は、最大塑性率について、相互作用ばねと支持架橋ばねの比較をしたものである。一般に
は両者がほぼ均衡することが最適設計となり、耐震設計上の目標とされる。各図は、両者の降伏強
度比(η)を横軸にとり、縦軸には最大塑性率の大小関係を見やすくために両者の全最大塑性率に占
める割合をとっているo 図中に一点鎖線で示すηは(3)式により、静的震度を加えた時の、相互作
用ばね応力の支持架構ばね応力に対する比〈 ηcつを示したもので、この強度比で設計すると、静的
載荷時に両者の塑性率は丁度1.0となる。すなわちこの強度比は静的設計における最適強度比とな
る。図.9の各図には、各々の最大塑性率が ηのある一点において一致する、すなわち各々の塑性
率比が丁度50"となる点が存在する。この点の ηが動的設計における最適強度比(以後これを ηcと
記す)を与える。いずれの図についても動的設計における最適強度比(η c)は、常に静的設計にお
ける最適強度比(ηcつよりも右側にあり、このことは ηJの強度比で設計すると、相互作用ばねの
最大塑性率が常に支持梨構のそれよりも大きくなることを示している。またこの動的最適値の静的
最適地からの事離はωdωsが、1.0に近づくほど大となる。これは静的な静的強度比がOに近づく
一方、動的な最適強度比は、先に見たように必ずしも 0とはならないためである。
静的な最適強度比(ηc.)と動的な最適強度比(ηc)の相対的な関係をまとめて示したのが、図.10 
せある。図.10によれば、全ての解析点で ηcはηJを上回っており、このことから相互作用ばね
を静的な最適強度に設計した場合、塑性損傷は相互作用ばねに偏り、耐震設計上問題を生じる虞が
あることが分かる。さらに詳しくこの傾向を調べると、 ηcとηJとの差は ηJがoに近づく程
(つまり ωr./ωsが1.0に近づくほど)、あるいはばね剛性比 (k=KrI(KdKs))が大きくなるほど大
となる傾向があることが分かる。
図.11は地震被の最初の9秒から54秒の聞の履歴消費エネルギーについて調べたものである。こ
れらの図は、基本的には先に見た最大塑性率応答と同様な傾向を示すが、ばねの降伏強度による差
が少ないため、全体的な傾向がより明確に捉えられる。すなわちωtIωs= 1.0を境としてωr.Iωs)
1.0の範囲では履歴消費エネルギーは、主に相互作用ばねによって生み出され、 ω1/ωs< 1. 0の範囲
では主に支持架橋ばねによって生み出されていることが分かる。トータルとしてはωB/ωs軸上で
ほぼ均等な履歴消費エネルギーが期待される。
図.12は装置の弾塑性最大加速度応答の弾性最大応答に対する比をωdωsに対してプロットし
たものである。つまり相互作用ばねあるいは支持架構ばねが塑性化することにより、装置の最大加
速度応答が弾性時に比べてどの程度減少するかを振動数比を横軸にとって調べたものである。装置
の最大加速度応答は、 ω，/ωs< l.0の範囲で顕著に低下するが、 ωr.Iωs> 1.0ではほとんど低下せず、
相互作用ばね強度比〈 η)によっては逆に増加することがある。この装置の加速度応答の低減は、
必ずしも先に見た履歴消費エネルギーの傾向とは一致せず、特に相互作用ばねのωr.Iωs)l. 0にお
ける履歴減衰が装置の加速度応答の抑制に対して効果的でない。これはωr.Iω5>l. 0ではベースシ
ャ一分担比が装置側に大となり、相互作用ばねを介して支持架橋の慣性力を装置が負担することに
なり、相互作用ばねの塑性履歴によるエネルギー消費は、もっぱら支持架構の減衰に使われるため
と考えられる。 ω，/ωs< 1.0では、装置に働く慣性力が支持架構に伝えられ、その過程で相互作用
ばねおよび支持架構ばねに生じる塑性履歴により、効果的に装置応答が減衰されるものと考えられ
る。なおこの場合、降伏強度比(.， )による差は小さく、装置最大加速度応答は ηに対して鈍感で
あることが分かった。
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図.1最大塑性事応答
(d)塑性E容と強度比 (支持架橋ばね)
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6.結論
架構支持型装置構造において、装置を弾性系、支持梨構および中間支持部材(相互作用ばね)か
らなる支持構造を弾塑性系とした簡単な並列 2質点系モデルについて、実地震を模挺した多数の人
工地震波に対して蝉塑性地震応答解析を実施し、支持架構と相互作用ばねの降伏強度比 (η 〉に注
目して応答解析結果を整理し、以下の結論を得た。
(1)相E作用ばね部材および支持架構の最大塑性率は、前者は装置と支持架構の振動数比〈ωr.I
ω5)の影響を、後者はこれらの水平剛性比(ベースシャ一分担比)の影響をより強く受ける。
(2)相互作用ばね部材と支持架構の最大塑性率が等しくなる最適降伏強度比 (η c)は、静的震度に
対して同時に降伏に至る静的な最適降伏強度比〈 ηc*)よりも明らかに大なる方向にずれる。す
なわち静的な最適降伏強度で設計した場合には、動的挙動下では必ず相互作用ばねにより大きい
塑性損傷が発生することが分かった。またその事離の大きさは、振動数比 (ωdωs)が1.0に近
い程、相互作用ばね剛性比が大きいほど大きくなる傾向がある。
(3)支持構造系の塑性化による履歴減衰特性は、振動数比 (ωdω5)が1.0よりも小さいとき、す
なわち支持架構のベースシャ一分担比が相対的に大きいときに顕著で、逆の時にはほとんど振動
減衰効果は期待できない。また腰歴減衰特性は、降伏強度比 (η 〉によってはそれほど変化せず、
振動数比により大きく影響される。
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